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１．審 査 の 期 間

２．審 査 の 方 法

３．審 査 の 結 果

決算審査にあたっては，審査に付された決算及び付属書類が関係法令に準拠して作成されている

か，事業の経営成績および財政状態を適正に表示しているか，事業が地方公営法第３条の経営の基

本原則に沿ったものであるか等に主眼を置き，関係諸帳簿と証拠書類との照合を行い，必要に応じ，

資料の提出並びに関係職員の説明を求め，計数の正確性，予算の執行状況，事務処理の適否など

について審査を行った。

審査に付された決算および付属資料は，いずれも関係法令に準拠して作成されており，計数的にも

会計帳簿・関係証拠書類を照合した結果，正確であり，経営成績及び財政状態を適正に表示してい

るものと認めた。

　以下，水道事業，公共下水道事業の概要については，次のとおりである。

　令和２年５月２０日から令和２年６月４日までの間
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（１）　事業の概要について

　・施設の利用状況（資料第４表参照）

宇土市水道事業会計

101.77

99.99

△ 45

△ 1.7

11

36,471

-

99.75

101.25

0.00

-

108.61

99.66

△ 1.4

△ 1.4

△ 6,851

100.10

△ 9,171

2,320

11,251

101.23

99.39

99.38

100.98

103.36

1,631.8

12,261

30,286

0

296

78

185

0.4

0.3 100.35

132,226.0

279.5

7,298

7,973

8,810

10,200

2,910,194

92.5

2,690,879

91.5

26,936

2,663,943

増減（△）
平成３０年度

前年度との比較

△ 377

121

△ 125

37,294

86.2

10,463

26,112

101.41

99.59

100.79

98.99

指数（％）

100.46

15,262

△ 2

173

85.3

15,383

36,917

令和元年度単位

戸

㎥

㎥

個

％

人

29,256

2,654,772

2,946,665

30,161

％

戸

㎥

％

㎥

11,262

85.6

86.6

10,648

26,110

12,434

行 政
区 域 内

人 口

有収水量

配 水 量

戸 数

人 口

戸 数

無収水量

配 水 量

人 口

戸 数

１ 日 平 均

１人１日平均有収水量

配 水 管 延 長

１ 日 配 水 能 力

人 口

(B)

有収水量

(A)

9,106

10,200

人

ｍ

ℓ

㎥

㎥

戸

人

㎥

㎥

％ 91.1

2,684,028

90.1

　水道事業の施設効率を判断する施設利用率，負荷率，最大稼働率（いずれも値の高い方が良い）を

見ると，施設利用率は７８．９３％で前年度に比べわずかに上昇している。施設利用率は負荷率と最大

稼働率に分解することができるが，１日最大配水量が増加したため，負荷率は８８．４１％と下落し，最

大稼働率は８９．２７％と上昇している。また，固定資産使用効率（値は大きい方が良い）は１２．７７で

前年度に比べわずかに上昇している。

133,857.8

277.8

7,253

8,051

水道事業の概要は次のとおり，給水人口２６，１１０人，給水戸数１０，６４８戸で，前年度と比較すれ

ば，２人減，１８５戸増となり，普及率は人口で８６．６％，戸数で８５．６％と共に前年度を上回ってい

る。年間配水量は２，９４６，６６５㎥で前年度に比べ増加，年間有収水量は２，６５４，７７２㎥で前年度

に比べ減少し，その結果，有収率は９０．１％と前年度に比べ減少している。

１ 日 最 大 配 水 量

D÷A

有 効 率

(D)=B+C

有効水量

給 水
区 域 内

現 在 給 水

普 及 率

量 水 器 設 置 数

年　　間

B÷A

有 収 率

(C)

種　　　　別

戸 数
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4.54

22.37

7.13

受 水 費 45.12

99,647,620

5.60

0.00

1.33

計 541,687,860 100.00

計

材 料 売 却 原 価

100.00貸 倒 引 当 金 戻 入

0

0

0.00

0.00 445,354,100

2.2111,967,000

賞 与 引 当 金 戻 入 0

30,938,486 6.95

0.50

材 料 売 却 収 益

6,578

5.76

加 入 金

手 数 料

5.22

構成比

修 繕 費

動 力 費

31,223,063

7,191,477

雑 収 益

過 年 度 損 益 修 正 益 そ の 他

2.57

200,955,225

31,758,712

11,441,031

497,800

0.00

0.09

2,598,352 0.48

減 価 償 却 費

2,229,846

20,234,553企 業 債 利 息国庫補助金長期前受金戻入

雑 収 益

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

（２）　予算の執行状況について（資料第１表参照）

決 算 額

0.41

構成比

24,938,897

職 員 給 与 費

委 託 料

23,209,730

決 算 額

485,969,790

2,233,800

収益的収入・・・

収益的支出・・・

予算現額５２８，２１４，０００円に対し，決算額は５４１，６８７，８６０円（収入率１０２．５

５％）で１３，４７３，８６０円の増となっている。これを決算額について前年度と比較して

みれば１，６８４，２６０円の収入減である。

予算現額４７７，６３１，０００円に対し，決算額は４４５，３５４，１００円（執行率９３．２

４％）で３２，２７６，９００円の不用額（内訳は営業費用２５，８８５，７２３円，営業外費用

３，４２２，３４７円，特別損失９６８，８３０円，予備費２，０００，０００円）となっている。これ

を決算額について，前年度と比較してみれば５，０６８，８３９円の支出減である。

（単位：円,％）

89.72

　イ．収益的収入及び支出(消費税込み)

次に，収益的収入（事業収益）及び収益的支出（事業費用）の決算状況は次のとおりであり，事業収益

においては水道料金収入が決算額の８９．７２％を占め，事業費用では受水費４５．１２％，減価償却費２

２．３７％，動力費７．１３％等となっている。

事 業 収 益 事 業 費 用

科 目 科 目

水 道 料 金
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設備拡張費

設備改良費

営業設備費

0

決　算　額

　ロ．資本的収入及び支出(消費税込み)

（単位：円,％）

0 －

－

－

0

0

0

43,944,604

－

支
 
 
 
 

出
予 備 費

100.00

－

－

収
 
 
 
 

入

加 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

計

0

0

計

企 業 債 償 還 金

雑 支 出 0

建 設 改 良 費

－

121,560,117

63.8577,615,513

－

36.15 4,036,790

39,247,614

660,200

負 担 金 0 －

備        　　　　 　考

国 庫 補 助 金

科                目

予算現額２，０００円に対し，決算額は０円で２，０００円の減となっている。これを決算
額について，前年度と比較してみれば１，５９７，７４８円の収入減である。

資本的収入・・・

企 業 債

出 資 金

構 成 比（％）

本年度資本的収入及び支出の決算状況は次のとおりである。

資本的支出・・・予算現額１２７，４１７，０００円に対し，決算額は１２１，５６０，１１７円(執行率９５．４０％)

で不用額５，８５６，８８３円となっている。不用額の内訳は，建設改良費３，８５５，３９６

円，企業債償還金１，４８７円，予備費２，０００，０００円である。決算額について， 前年

度と比較してみれば１７，７６６，２３５円の支出増であり，特に設備拡張費が３９，２４７，

６１４円と前年度に比べ２６７．９２％の増となっている。

4



　　※　上記は,平成２７年度を１００と定め,令和元年度までの指数をあげたものである。

次に，水道事業の経済性を総合的に評価するための経営比率を算した（表-２）を見ると，経営資本

営業利益率は，２．０％から２．１％にわずかに上昇している。経営資本営業利益率は経営資本回転

率と営業収益営業利益率に分解することができる。経営資本回転率は前年と同じ０．１回，営業収益

営業利益率は１３．２％から１４．４％と上昇し，２年連続二桁の数値となっている。

資料第４表を見ると，供給単価（１㎥当たりの収益）は１６８．４４円で微増，給水原価（１㎥当たりの費

用）は１４９．９９円で減少している。料金回収率（供給単価÷給水原価×１００）は，１１２．３％と３年連

続で１００％を超えており，水道料金収入で給水に係る費用を賄うことができている。

また，総収支比率は１２２．５８％，営業収支比率は１１６．７７％で，共に前年度に比べ増加し，引き

続き１００％以上となっている。

②人件費と労働生産性について

水道事業の人件費は（表-３）を見ると，前年度に比べ３，６７２，１１３円増加し，人件費の総費用に占

める割合は５．６９％で前年度４．７１％に比べ増加している。給水収益に対する人件費の割合は５．１

９％で，前年度４．３６％に比べ増加している。

また，水道事業の労働生産性を示す指標を算出した(表-４)を見ると，職員1人当たりの給水量及び

営業収益は前年度に比べそれぞれ増加し，全国指標（平成２９年度の水道統計）と比較すると，全国

より高い数値となっている。

令和元年度 499,795,969 105.66 407,731,442 90.07 92,064,527

平成３０年度 504,756,901 106.71 414,194,666 91.49 90,562,235

平成２９年度 495,430,435 104.74 452,008,873 99.85 43,421,562

平成２８年度 471,029,603 99.58 471,734,605 104.20 △ 705,002

（３）　経営状況について（資料第2表参照）

①経営成績について

本年度は，総収益４９９，７９５，９６９円に対し，総費用４０７，７３１，４４２円で，差引純利益は９２，０６

４，５２７円の黒字決算となっている。

総収益を見ると，特別利益の減少により，前年度に比べ４，９６０，９３２円（０．９８％）の減少となって

いる。

総費用を見ると，営業費用と営業外費用の減少により，前年度に比べ６，４６３，２２４円（１．５６％）の

減少となっている。

平成２７年度から令和元年度までの５年間の経営成績の推移は（表-1）のとおりである。平成２８年度

は熊本地震に伴い一般会計から特例的に補助金があったが，その他の年度については補助金の繰

入は全くなく，順調な経営成績となっている。

　　(表-1) (単位：円,％）

平成２７年度 473,020,322 100.00 452,700,441 100.00 20,319,881

       　　　　     区 分

　 年 度

総　　収　　益 総　　費　　用 損　　益

金　　額  指   数 金　　額 指   数 金　　額
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: 円 : 円

: 円 : 円

: 円 : 円

職員1人当たり給水量

（㎥）

職員1人当たり営業収益

（円）

職員1人当たり給水人口

（人）
2,981 5,222 5,222 0

402,285 582,039 589,333 7,294

61,789,227 90,343,688 90,453,147 109,459

(表-4)

比　　率　　名 H２9水道統計
(給水人口2万～3万人)

宇  土  市  水  道  事  業
比　　較

(R元－H３０)H３０
(給水人口26,112人)

R元
(給水人口26,110人)

給 水 収 益 ( 円 ） 507,031,694 447,395,021 447,159,450 △ 235,571

人件費 ／給水収益（％） 12.00 4.36 5.19 0.83

人件費 ／総費用（％） 4.71 5.69 0.98

総 費 用 ( 円 ）

R元
(給水人口26,110人)

人 件 費 ( 円 ） 60,840,069 19,523,299 23,195,412 3,672,113

H30営業収益 451,718,438 R元営業収益 452,265,733

(表-3)

比　　率　　名 H２９水道統計
(給水人口2万～3万人)

宇  土  市  水  道  事  業
比　　較

(R元－H３０)H３０
(給水人口26,112人)

H30経営資本 3,042,303,873 R元経営資本 3,064,263,056

0.1
経営資本

営業収益営業利益率(%)
営業利益

× 100 -0.6 13.2 14.4
営業収益

経 営 資 本 回 転 率 ( 回 )
営業収益

0.1 0.1

経営資本営業利益率(%)
営業利益

× 100 ― 2.0 2.1
経営資本

H30営業利益 59,617,925 R元営業利益 64,943,580

(表-2)

比　　率　　名 算　　式 H２９水道統計
(給水人口2万～3万人)

宇  土  市  水  道  事  業

H３０
(給水人口26,112人)

R元
(給水人口26,110人)

414,194,666 407,731,442 △ 6,463,224
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計

50,197,022

43,955,741

本年度末の内容については次のとおりである。 （単位：円）

本年度末の内容については次のとおりである。 （単位：円）

本年度末の内容については次のとおりである。 （単位：円）

998,7352,510,702

その他未収金

0

年　　　度

令和元年度分

過  年  度  分

合　　　計

水 道 料 金

18,616,060 0

△ 6,744,306

30,661,750

3,509,437

5,892,557

△ 6,744,306

5,401,537

84,067,662

3,700,000

3,613,070

70,914 98,440,635

3,193,660

660,200

38,134,530 445,468 1,579,730,665

50,700,047

69,316,107

営業外未収金

30,661,750

9,407,016

0

743,371,956

0

94,152,763

0

919,212

貸 倒 引 当 金

919,212

0

0

◎　有形固定資産・・・

　財政状態は貸借対照表で示しているとおりであるが，主な科目の異動状況をみてみると次のとお

りである。

　イ　固定資産

0

3,937,910766,840 3,574,396

81,041,644

累  計

0 3,002,978

99,647,620

年度末償
却未済高

2,308,360,565

令和2年3月31日
現    在

2,092,741,532

424,563

28,399,121

1,663,457,544

減少額

0

2,486,897,768

減　少

67,467,592

増加額

平成31年3月31日
現    在

403,326

340,783

2,387,661,845 411,697

※年度末償却未済高　＝　年度当初の現在高　+　増加額　-　減少額　-　減価償却累計額の累計

前年度９８，３２１，６６３円に対し本年度は９４，１５２，７６３円で４，１６８，９００円

の減となっている。

◎　未収金・・・・・・

　ロ　流動資産

区　　分

0 0 0

0

機械及
び装置

730,227,168

令和元年度中の増減

増　加

1,484,723

当　年　度

190,682

688,851

減価償却累計額

土  地

構築物 3,718,510,014

4,067,635

前年度５，８９２，５５７円に対し本年度は５，４０１，５３７円で４９１，０２０円の

減となっている。

◎　貯蔵品・・・・・・・・・

減少額増加額

工具器具

及び備品

車両及び
運搬具

建　設
仮勘定

2,380,000 1,320,000

3,618,223 0

13,215,702

0 65,982,869

0

資産の
種　類

当  年  度
年度当初
現在高

13,020,086 0 0 8,718,165

202,117

95,866,713 0

841,354,508

年度当初
現在高

81,041,644

建  物

（４）　財政状態について（資料第３表参照）

前年度２，３６８，１２９，３４３円に対し本年度は２，３０８，３６０，５６５円で５９，

７６８，７７８円の減となっている。

合  計 4,755,791,188 40,114,730 647,585

量 水 器

材 料

そ の 他

計 7,642,031 8,133,051

1,684,439 3,999,4761,616,280

0 0

00
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自 己 資 本 構 成 比 率 （ ％ ）

前年度１，３１６，０００円に対し，本年度１，６４６，０００円で３３０，０００円の増

となっている。

　ト　剰余金

　ヘ　資本金・・・・・・・・・

(表-5)

R元

491.14

前年度７７，６１５，５１３円に対し，本年度８０，３４６，６８９円で２，７３１，１７６

円の増となっている。

◎　企業債・・・・・・・・・

  ニ　流動負債

◎　企業債・・・・・・・・・

◎　未払金・・・・・・・・・

前年度と同額の１，２５７，４０１，６８８円となっている。

◎　引当金・・・・・・・・・

　ホ　繰延収益

◎長期前受金・・・・・・

◎　その他流動負債・・

◎　利益剰余金・・・・・

◎　資本剰余金・・・・・

流 動 比 率 （ ％ ）

138.85

算　　式

流動負債

流動資産

自己資本金＋剰余金

負債資本合計

固定資産

自己資本金＋剰余金
150.80

×１００

×１００

×１００

497.80

Ｈ30

51.58 54.19

  ハ　固定負債

前年度４７９，５０８，２４１円に対し，本年度４７９，５０８，２４１円で前年度と同

額となっている。内訳は国庫補助金長期前受金２３１，８０９，１４０円，工事

負担金長期前受金８５，５８０，２９５円，受贈財産評価額長期前受金１，５３

８，１３５円，その他資本剰余金長期前受金１６０，５８０，６７１円である。

前年度１６，１３８，５４９円に対し，本年度２７，９５４，７０５円で１１，８１６，１５６

円の増となっている。内訳は営業未払金９，８１７，４０５円，未払消費税３，０

３９，８００円，その他未払金１５，０９７，５００円である。

前年度４０，８０５，５５０円に対し，本年度４４，６８１，０４０円と３，８７５，４９０

円の増となっている。

比　　率　　名

　次に，財政状態を示す財務比率は（表-５）のとおりである。

財務の安全性を示す流動比率（１００％以上で，より高い方が安全）は４９１．１４％で，前年度より

減少しているが，財務の安全性（短期の支払能力）は高い状況を示している。ただ，流動資産の中

に債権回収が非常に困難な過年度未収金５０，７００，０４７円が含まれていることに留意する必要

がある。

財務の健全性を示す自己資本構成比率（高い方が安全）は５４．１９％で，年々増加しているもの

の，まだ低い状態である。

固定比率（１００％以下であると安全）は１３８．８５％で前年度に比べ減少している。まだ１００％以

上となっており，固定資産への投資が自己資本の枠内に収まっていない状況が続いている。

固 定 比 率 （ ％ ）

前年度と同額の１３，５４７，１２８円となっている。

当年度未処分利益剰余金は， 前年度からの繰越分２３３，７９６，０５２円に

当年度純利益９２，０６４，５２７円を加算した３２５，８６０，５７９円となってい

る。なお，積立金については， 減債積立金１６，７８９，８８０円，建設改良積

立金４９，０００，０００円である。

前年度８９４，７２２，６５７円に対し，本年度８１４，３７５，９６８円で８０，３４６，６

８９円の減となっている。
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（５）　む　す　び

　令和元年度の水道事業会計は，良好な経営状況となっている。

水道事業の総収益は，４９９，７９５，９６９円で，前年度に比べ４，９６０，９３２円の減少である。

営業収益，営業外収益は僅かに増加しているものの，特別利益が大きく減少している。総収益

の８９．４７％を占める営業収益の給水収益（水道使用料）は前年度に比べ減少している。

総費用は４０７，７３１，４４２円で，前年度に比べ６，４６３，２２４円の減少である。営業費用と営

業外費用がいずれも減少している。総費用に占める主な経費の割合は，受水費（４５．２２％），

減価償却費（２４．４４％），動力費（７．１６％），委託料（５．７８％），職員給与費（５．６９％），支

払利息（４．９６％），修繕費(２．６２％)等となっている。

その結果，総収益と総費用の差引純利益は，９２，０６４，５２７円の黒字で，前年度に比べ１，

５０２，２９２円，１．６６％の増加となっている。

企業会計で重要視される営業利益は，６４，９４３，５８０円で，前年度に比べ５，３２５，６５５円

の増加となっている。本市水道事業は毎年多額の受水費があるため，営業利益が極めて少な

いという損益構造だったが，営業収益営業利益率は１４．４％と２年連続で二桁の数値となり，

過去最高を更新している。

今後も良好な黒字経営が持続するよう，水道使用料の増収及び営業費用等の削減に努めら

れたい。

　水道事業の課題としては，次のとおりである。

給水人口は２６，１１０人で，水道普及率（人口）は８６．６％と増加している。計画給水人口２

７，０００人の達成に向け，引き続き給水人口の増加に努められたい。

有収率（配水される水量がどの程度収益につながっているかを示す指標）は有収水量の減少

により９０．１％と減少している。今後も漏水防止対策を確実に実施し，目安９３％達成に取り組

まれたい。

未収金（水道料金の滞納額）は６９，３１６，１０７円と依然として多額である。きちんと納めてい

る市民との負担の公平，更には収入の確保を図るために，担当職員は，まず滞納者との早期

接触を確実に実施されたい。滞納額の削減については，現年度分の滞納額をできるだけ少な

くすることが最も大切である。滞納者の状況に応じ，分割納付の誓約・分割納付の履行確認・納

付不履行者に対する給水停止等を地道に繰り返し，繰り返し徹底されたい。

本市水道は，市内水源の取水量だけでは足りず，上天草宇城水道企業団から1日５，０００㎥

の水を購入して，市民の1日の給水量を確保している。そのため，水購入の受水費用は毎年1

億８千万余円と，総費用の約４５％に上っている。今後の水需要に注視し，受水量の見直し等も

検討されたい。

資本的支出となる配水管改良工事等の建設改良費は４３，９４４，６０４円で，毎年多額であ

る。水道創設から５０年以上経過し，老朽化した水道施設の建設改良費の増加は避けられない

状況になっている。有収率，有効率が低下しないよう，今後も計画的な整備更新に取組まれた

い。

良好な経営成績であり，今後とも安心・安全はもちろん，安定・安価な水の供給に努めていた

だきたい。
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資料第１表

金　　額 構成比 金　　額 構成比 予算対比 金　　額

予　　　算　　　決　　　算　　　比　　　較　　　表
(単位：円，％）

大
区
分

収
支
別

　　　　　　 　　区   分
科 目 別

令　和　元　年　度　　（Ａ) 平　成　3　0　年　度　　（B) 前年度に対する決算対比

予　算　現　額 決　　　算　　　額

構成比 金　　額 構成比 予算対比 増　　減 割　　合

予　算　現　額 決　　　算　　　額 (A-B) (A/B)

営業収益 480,196,000 90.91 491,299,742 90.7 102.31 474,795,000

100.00 102.55 524,564,000事業収益 528,214,000 100.00 541,687,860

90.51 487,690,018 89.75 102.72 3,609,724 100.74

103.59 △ 1,684,260 99.69100.00 543,372,120 100.00

特別利益 11,000 0.00 0 0 0.00 11,000

9.3 104.96 49,758,000営業外収益 48,007,000 9.09 50,388,118

0.00 5,905,994 1.09 53690.85 △ 5,905,994 -

100.04 612,010 101.239.49 49,776,108 9.16

△ 5,068,839 98.87

営業費用 435,285,000 91.13 409,399,277 91.93 94.05 436,120,000 91.18

93.24 478,306,000 100.00 450,422,939 100.00 94.17事業費用 477,631,000

99.46

営業外費用 39,246,000 8.22 35,823,653 8.04 △ 2,888,757 92.5438,712,410 8.60 97.5591.28 39,686,000 8.30

100.00 445,354,100 100.00

411,605,377 91.38

105,152 0.02 21.03 26,018

94.38 △ 2,206,100

124.74

予備費 2,000,000 0.42 0 0.00 0 -2,000,000 0.42 0 0.00 0.00

特別損失 1,100,000 0.23 131,170 0.03 11.92 500,000 0.10

資

本

的

収

入

及

び

支

出

収

入

資本的収入 2,000 100.00 0 0.00 0.00

0.00

支

出

収

益

的

収

入

及

び

支

出

収

入

出資金 0 0.00 0 0.00 -

加入金 0 0.00 0 0.00 -

-

企業債 0 0.00 0 0.00 - 0 0.00 0

1,802,000 100.00 1,597,748 100.00 88.67 △ 1,597,748

0.00 - 0 -

-

国庫補助金 0 0.00 0 0.00 - 0 0.00 0

0 0.00 0 0.00 - 0

0.00 - 0 -

-

負担金 2,000 100.00 0 0.00 - 1,802,000 100.00 1,597,748

0 0.00 0 0.00 - 0

100.00 - △ 1,597,748 -

固定資産売却代金 0 0.00 0 0.00 - -

支

出

資本的支出 127,417,000 100.00 121,560,117 100.00 95.40 110,835,000 100.00

0 0.00 0 0.00 - 0

103,793,882 100.00

91.93 33,090,000 29.86

93.65 17,766,235 117.12

建設改良費 47,800,000 37.51 43,944,604 36.15 15,894,382 156.6628,050,222 27.02 84.77

75,743,660 72.98 99.99 1,871,853 102.47

雑支出 0 0.00 0 0.00

企業債償還金 77,617,000 60.92 77,615,513 63.85 99.99 75,745,000 68.34

0 0.00 - 0 -

0 -

予備費 2,000,000 1.57 0 0.00 - 2,000,000 1.80

- 0 0.00 0 0.00 -
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資料第2表

営 業 外 損 益 （ ３ － ４ ） 27,242,400 25,137,337 2,105,063-  -  108.37

固 定 資 産 売 却 益 0 0 -0.00 0.00 0

(単位：円，％）損　　　益　　　計　　　算　　　書　　　比　　　較　　　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　分
科　　目　　別

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

４．営　　業　　外　　費　　用

５．特　　別　　利　　益

６．特　　別　　損　　失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

２．営　　業　　費　　用

３．営　　業　　外　　収　　益

１．営　　　業　　　収　　　益

64,943,580 59,617,925
1,700,617
3,897,703

102,105,400

392,100,513
5,106,283

0

233,796,052
325,860,579

0

0

121,453

235,888

0.00 20,670 0.00

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益
総 費 用 （ ２ ＋ ４ ＋ ６ ）
総 収 益 （ １ ＋ ３ ＋ ５ ）

過 年 度 損 益 修 正 益 0

0.01

-  
0.00

0.00

0.03

100.00

92,185,980

121,453
499,795,969

92,064,527

0.01

5.88

4.97
4.96

97,368

5,883,671

5,904,341
84,755,262

23,675

0.02

1.17

1.17
-  

124.74
99.02△ 4,960,932100.00504,756,901100.00

0.03 97,368 0.02 24,085

414,194,666 100.00 △ 6,463,224 98.44
101.661,502,292-  90,562,235-  

-  143,233,817 -  90,562,235 163.23
139.3892,064,527-  233,796,052-  

124.74

-

-
108.77

225.0629,608

7,430,718
△ 5,904,341

△ 5,883,671

24,085

△ 20,670 -

100.84
108.93
131.12

6.05
97.59

△ 3,661,815
529,229

5,325,655
396,114

△ 2,457,780

92.23
21,973,110
21,996,785

-
101.40
40.00

0

△ 1,708,949
△ 1,738,557

△ 9,869
405,983

5.31
5.30 92.09

0.00
5.74
0.00

28,976,198
16,447

9.33
-  

36,503,920

0.41
0.94

24.65

0

47,134,122

90.49

95.00
60.65
9.30

24.44
0.06
0.55

-  
9.51
0.00

1.02
0.00

0.00

387,322,153
247,270,175

94.67
118.11

-
99.95

8.82
59.85

89.47
0.00

99.75
98.78△ 4,778,360

△ 235,571
0

782,8660.86

247,892,873
103.9337,938,624

計

金 額

そ の 他 の 営 業 費 用
資 産 減 耗 費
減 価 償 却 費
総 係 費

452,265,733

原 水 及 び 配 水 費

6,578
47,530,236

2,229,846

447,159,450

99,647,620

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金
雑 収 益 29,382,181

そ の 他 雑 支 出
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

53,283
20,234,553
20,287,836

0

407,731,442

令　和  元  年　度　　（A) 平　成  ３　０  年　度　　（B) 前　年　度　と　の　比　較

経 常 利 益 （ １ ＋ ３ ） － （ ２ ＋ ４ ）

各 種 引 当 金 戻 入

営 業 利 益 （ １ － ２ ）

そ の 他 の 営 業 収 益
受 託 工 事 収 益
給 水 収 益

A / B増 減構成比金 額構成比
100.12547,295

88.64
89.50451,718,438

△ 622,698
1,434,704

447,395,021
0

4,323,417

長 期 前 受 金 戻 入
加 入 金

7,191,477 1.44 7,191,477 1.42 0 100.00
10,950,000 2.19 10,950,000 2.17 0 100.00
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資料第3表

12.77

233,796,052

13.21

45.81

100.00 3,044,683,873 100.00 23,279,183 100.76

0.55 16,789,880 0.55 0 100.00

1.60 49,000,000 1.61 0 100.00

130.7392,064,5279.84299,585,932

-

　ロ．建設改良積立金 49,000,000　ロ． その他企業債 11,085,555 0.37 12,166,700 0.40

(1) 企　業　債 80,346,689 2.62 77,615,513 2.55 2,731,176 103.52 負 債 資 本 合 計 3,067,963,056

△ 1,081,145 91.11

113.80

(1) 企　業　債 814,375,968 26.55 894,722,657 29.39 △ 80,346,689 91.02

　イ．減債積立金 16,789,880

391,650,459

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 803,290,413 26.18 882,555,957 28.99 △ 79,265,544 91.02

貸 借 対 照 表 比 較 表

                 区　　分
科　　目

令 和 元 年 度 （A)

金　　額

　イ． 電話加入権

2,308,528,077

2,308,360,565

81,041,644

3.21

１．固　定　資　産

(１) 有形固定資産

　イ． 土　　　　　　地

　ロ． 建　　　　　　物

　ハ． 構　　築　　物

　ニ． 機械及び装置

平 成 ３０ 年 度 （B)

金　　額 構成比

2,368,296,855

2,368,129,343

81,041,644

29,883,844

2,138,779,349

2.64

(単位：円，％)

3,613,070

3,700,000

167,512

167,512

111,127,340

615,245

4,301,921

2,380,000

167,512

167,512

0.14

0.02

3.65

70.24

0.98

2.66

77.77

77.78 △ 59,768,778

0.08

0

97.48△ 59,768,778

759,434,979

659,880,679

94,152,763

(1) 現　金　預　金

(2) 未　　収　　 金

24.75

構成比

75.25

75.24

28,399,121

2,092,741,532

98,440,635

0.93

68.21

0.12

0.12

0.01

0.01

676,387,018

(3) 貯　　蔵 　　品

資　産　合　計

３．固　定　負　債

　ホ． 車両及び運搬具

　ヘ．工具器具及び備品

　 ト． 建設仮勘定

(2) 無形固定資産

２．流  動  資  産

3,067,963,056

814,375,968

5,401,537

424,563

572,172,798

98,321,663

5,892,557

3.06

0.18

3,044,683,873

894,722,657

100.00

26.55

0.01

21.51

29.39

100.00

0.20

3.23

18.79

22.22

0.01

0.01

100.00

0

83,047,961

87,707,881

△ 4,168,900

△ 491,020

23,279,183

△ 80,346,689 91.02

100.76

91.67

95.76

115.33

112.28

100.00

0

△ 1,484,723

△ 46,037,817

△ 12,686,705

△ 190,682

△ 688,851

1,320,000

97.48

　ニ．加　入　金

(2) 利益剰余金

100.00

155.46

83.99

69.01

88.58

97.85

95.03

　　長期前受金
　　収益化累計額

　ロ．国庫補助金

173.2211,816,1560.5316,138,5490.91

1,646,000 0.05 1,316,000 0.04 330,000 125.08

0 100.00

125.08330,000

27,954,705

10,505,128

13,547,128

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

　イ． 賞与引当金

(4) その他流動負債

５．繰　延　収　益

3,875,490

1,474,149,125

0.041,316,0000.051,646,000

44,681,040 1.46 40,805,550 1.34

100.00

100.00

1,783,331

947,845

102.30

811.06

６．資　本　金

７．剰　余　金

(1) 資本剰余金

　イ．受贈財産評価額

79,265,544

1,081,145

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債

　ロ． その他企業債

(1) 長期前受金

負　債　合　計

△ 43,148,862

1,405,363,781

1,257,401,688

△ 1.41 △ 35,957,385 △ 1.18 △ 7,191,477 120.00

10.28

48.42

100.003,042,000

0 0.00 -0

0

0 0.00

0

0

0

0

0.10

0.34 10,505,128

0.4413,547,1280.44

増　減　額 A / B

令 和 元 年 度 （A) 平 成 ３０ 年 度 （B) 前 年 度 と の 比 較

0 100.00

92,064,527 129.40

95.33△ 68,785,344

41.30

98.38△ 7,191,47714.57

金　　額 構成比 金　　額 構成比

405,197,587

40.98 1,257,401,688

109.50

313,133,060

前 年 度 と の 比 較

増　減　額 A / B

                 区　　分
科　　目

0.00

0.34

3,042,000

0 0.00

0.10

443,550,85614.22436,359,379

479,508,241 15.63 479,508,241 15.75

2.58

0.04

77,482,213

133,300

2.55

0.00

　ハ．負　担　金

92,064,527 139.38
　ハ．当年度末処分
　　　　 利益剰余金

325,860,57918,752,822４．流　動　負　債 154,628,434 5.04 135,875,612 4.46 10.62 7.68
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資料第４表 　

　

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　分
種　　　別

負 荷 率 （ ％ ）

一 日 配 水 能 力

×１００施 設 利 用 率 （ ％ ）

最 大 稼 働 率 （ ％ ）

一 日 配 水 能 力

配 水 管 使 用 効 率 （ ㎥ ／ ｍ ）

10,200

一日平均配水量
×１００

一日最大配水量 9,106

経 費 分 析

算　　定　　基　　礎算　　定　　方　　式

86.37

22.01
2,946,665

133,857.8

9,106

配　 水　 量

配水管延長

×１００

×１００
8,051

一日平均配水量

10,200

8,051

職 　　　 員  　　　数

2,654,772

一日最大配水量
×１００

398,188,666

×１００

×１００

総 　収 　益

給  水  収  益

有  収  水  量

配  　水  　量

有形固定資産 230,836

2,946,665

387,322,153

2,654,772

78.93

89.27

職員一人当たり営業収益（千円）

固 定 資 産 使 用 効 率 （ ㎥ ／ 万 円 ）

供 給 単 価 （ 円 ／ ㎥ ）

給 水 原 価 （ 円 ／ ㎥ ）

総 収 支 比 率 （ ％ ）

90,453

×１００

営 業 収 支 比 率 （ ％ ）

×１００

452,265,733

営 業 費 用

5

452,266営　　業　　収　　益

平成２９年度

年　　度　　別　　比　　較

86.20

78.33

165.72

167.88

11.92

22.12

平成30年度

22.01

12.77

168.44

149.99

90.50

78.17

令和元年度

122.58

116.77

121.86

115.20

90.8888.41

152.11

90,344 64,053

105.98

109.61

12.29

167.94
447,159,450

×１００

総 　費 　用

営 業 収 益

407,731,442

499,795,969

{経常費用（営業費用＋営業外費用）
－（受託工事費＋材料及び不用品売却

原価＋附帯事業費）－長期前受金戻入}÷年間
有収水量
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（１）　事業の概要について

宇土市公共下水道事業会計

令和元年度の下水道事業の概要は次のとおり，水洗化処理戸数は１０，８５７戸，同人口は２６，４４８

人で，前年度と比較すれば１８３戸増加し，２６人減少しているが，普及率は戸数で９４．３％，人口で９

４．４％といずれも前年度に比べ増加している。年間総処理水量は４，８０３，２２０㎥と大雨のため前年

度に比べ大幅に増加し，年間有収水量は３，５７０，４２７㎥で前年度に比べ増加している。その結果，

有収率は７４．３％で前年度に比べ５．６０％減少している。

種　　　　別 単位 令和元年度 平成30年度
前年度との比較

増減（△） 指数（％）

98.99

戸 数 戸 15,383 15,262 121 100.79

行 政
区 域 内

人 口 人 36,917 37,294 △ 377

99.82

戸 数 戸 11,517 11,340 177 101.56

処 理
区 域 内

人 口 人 28,009 28,060 △ 51

99.90

戸 数 戸 10,857 10,674 183 101.71

水 洗 化
処 理

人 口 人 26,448 26,474 △ 26

100.11

戸 数 ％ 94.3 94.1 0.20 100.21
普 及 率

人 口 ％ 94.4 94.3 0.10

年　　間

総処理水量
㎥ 4,803,220 4,384,535 418,685

無収水量
㎥ 1,232,793 882,143 350,650

109.55
(A)

有収水量
㎥ 3,570,427 3,502,392 68,035 101.94

(B)

139.75
(C)=A-B

有 収 率
％ 74.3 79.9 △ 5.60 -

B÷A

１ 日 最 大 処 理 水 量 ㎥ 14,970 14,190 780 105.50

計画１日最大処理能力 ㎥ 15,375 15,375 0 100.00

109.26

有収水量 ㎥ 9,755 9,596 159 101.66
１ 日 平 均

処理水量 ㎥ 13,124 12,012 1,112

　　・施設の利用状況(資料第８表参照)

下水道事業の施設効率を判断する施設利用率，負荷率，最大稼働率(いずれも値の高い方が良い)

を見ると，施設利用率は８５．３６％で前年度に比べ増加している。施設利用率は負荷率と最大稼働

率に分解することができるが，負荷率は８７．６７％，最大稼働率は９７．３７％で前年度に比べいずれも

増加している。能率的な下水道事業と言われるためには，負荷率を可能な限り１００％に近づける必

要がある。

下 水 道 管 路 延 長 ｍ 144,979 144,259 720 100.50

１人１日平均有収水量 ℓ 369 363 6.3 101.74
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（２）　予算の執行状況について(資料第５表参照)

　イ．収益的収入及び支出(消費税込み)

収益的収入・・・予算現額１，００１，６６２，０００円に対し,決算額は１，０２６，０３０，２９６円（収入率１０

２．４３％)で２４，３６８，２９６円の増となっている。これを決算額について前年度と比較

してみれば８，１１６，６４０円の収入増である。

収益的支出・・・予算現額９５０，２３６，０００円に対し，決算額は９１２，５０７，７７８円（執行率９６．０

３％）で不用額３７，７２８，２２２円(内訳は営業費用３０，２８１，６０３円，営業外費用５，

２４６，５３９円，特別損失２００，０８０円，予備費２，０００，０００円）となっている。これを

決算額について前年度と比較してみれば１１，５４５，８２０円の支出増である。

次に本年度収益的収入（事業収益）及び収益的支出（事業費用）の決算状況は次のとおりであり，事業

収益においては，一般汚水収益（下水道使用料）が決算額の４８．４７％を占め，以下，長期前受金戻入

２７．０４％，他会計補助金１８．２４％等となっている。また，事業費用では減価償却費５７．４２％，委託料

１９．４６％，企業債利息７．０１％等となっている。

（単位：円,％）

事 業 収 益 事 業 費 用

科 目 決 算 額 構成比 科 目 決 算 額 構成比

負 担 金 63,797,948 6.21 委 託 料 177,549,191 19.46

一 般 汚 水 収 益 497,297,290 48.47 職 員 給 与 費 35,788,383 3.92

受取利息 及び配当金 0 0.00 光 熱 水 費 1,382,332 0.15

そ の 他 営 業 収 益 415,800 0.04 修 繕 費 13,310,431 1.46

補 助 金 0 0.00 企 業 債 利 息 63,944,861 7.01

他 会 計 補 助 金 187,129,000 18.24 動 力 費 44,360,878 4.86

雑 収 入 0 0.00 手 数 料 668,491 0.07

長 期 前 受 金 戻 入 277,390,258 27.04 減 価 償 却 費 523,948,871 57.42

計 1,026,030,296 100.00 計 912,507,778 100.00

特 別 利 益 0 0.00 そ の 他 51,554,340 5.65
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本年度資本的収入及び支出の決算状況は次のとおりである。 （単位：円,％）

科                目 決　算　額 構 成 比 備        　　　　 　考

　ロ．資本的収入及び支出（消費税込み）

資本的収入・・・予算現額４７３，６８８，３９７円に対し，決算額は４６０，４５０，４５１円（収入率９７．２

１％）で１３，２３７，９４６円の減となっている。これを決算額について前年度と比較して

みれば２７７，０９９，１４５円の収入増である。

資本的支出・・・ 予算現額７４９，２９９，１９４円に対し，決算額は７０３，７１１，２８２円（執行率９３．９２％)

で翌年度への繰越額３，２３７，７３２円，不用額４２，３５０，１８０円（内訳は建設改良費

３９，４７９，２３７円，企業債償還金８７０，９４３円，予備費２，０００，０００円）となってい

る。これを決算額について前年度と比較してみれば２４０，１９９，２９７円の支出増であ

る。これは，処理場築造費が２１０，４６５，６００円増加したのが，大きな要因である。

185,977,531 40.39

加 入 金 0 ―

収
 
 
 
 

入

企 業 債 209,500,000 45.50

出 資 金 0 ―

補 助 金

支
 
 
 
 

出

建 設 改 良 費 417,057,225 59.27

管渠布設費 91,046,158

負 担 金 64,972,920 14.11

固 定 資 産 売 却 代 金 0 ―

ポンプ場築造費 53,790,000

処理場築造費 269,420,000

築造総務費 2,801,067

計 460,450,451 100.00

予 備 費 0 ―

計 703,711,282 100.00

企 業 債 償 還 金 286,654,057 40.73

雑 支 出 0 ―
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: 円 : 円

: 円 : 円

: 円 : 円

赤字
経営資本

（３）　経営状況について(資料第６表参照)

経営成績について，本年度は，総収益９８１，５６５，０９６円に対し，総費用８７８，９６３，０９７円

で，差引純利益は１０２，６０１，９９９円となり，前年度に比べ５，３０４，６３６円の減少となっている。

総収益を見ると，営業収益は５１６，８３８，６８８円，営業外収益は４６４，７２６，４０８円となってい

る。営業収益の主なものは，下水道使用料４５７，６８２，８８１円（総収益の４６．６３％)と負担金５８，

７４２，５８９円（５．９９％）で，営業収益は下水道使用料が増加したため，前年度に比べ４，９４６，０

２４円の増加となっている。営業外収益の主なものは，長期前受金戻入２７７，３９０，２５８円（２８．２

６％)と市補助金１８７，１２９，０００円（１９．０６％）で，営業外収益は長期前受金戻入が増加したた

め，前年度に比べ６，４８１，７５３円増加している。

総費用では，営業費用が８１３，８２３，９１７円，営業外費用が６４，８６５，４３５円，特別損失が２７

３，７４５円となっている。営業費用の主なものは，減価償却費５２３，９４８，８７１円（総費用の５９．６

１％)，処理場費１９０，８７６，６１５円(２１．７１％)，総係費４８，６９９，７７２円（５．５４％）で，営業費用

は資産減耗費等が増加したため，前年度に比べ１５，５８０，９３３円増加している。営業外費用の主

なものは支払利息６３，９４４，８６１円（７．２８％)で，営業外費用は支払利息等の減少により，前年

度に比べ６，０７６，５６３円減少している。

営業収益対営業費用比率（資料第８表）は６３．５１％で，営業収益は営業費用を大幅に下回り，

営業損益は２９６，９８５，２２９円の大赤字となっている。大赤字にもかかわらず経常損益及び純損

益が黒字となっているのは，下水道使用料を上回る多額の営業外収益があるためであり，営業外

収益の市補助金や長期前受金戻入に依存している状況が続いている。

次に，下水道事業の経済性を総合的に評価するための経営比率を算した(表-１)を見ると，営業

利益が赤字のため，経営資本営業利益率は赤字となっている。経営資本営業利益率は経営資本

回転率と営業収益営業利益率に分解することができるが，経営資本回転率は０．０５回，営業収益

営業利益率は赤字で，前年度と同じ状況となっている。本市下水道の経済性は低く，営業費用を

営業収益で賄える経営状況とすることが必要である。

資料第８表を見ると，使用料単価（1㎥当たりの収益）は１４４．２７円で前年度に比べ減少，汚水

原価（1㎥当たりの費用）は２４５．４８円で前年度に比べ減少しているが，その差はまだ１００円以上

のままである。料金回収率（使用料単価÷汚水原価×１００）は５８．７７％で１００％を下回ってお

り，汚水に係る費用が下水道使用料だけでは賄いきれず，下水道使用料以外の収入で賄われて

いる本市下水道事業の経営状況がここでも窺える。

(表-1)

比　　率　　名 算　　式
宇土市公共下水道事業

H30
(処理人口26,474人)

R元
(処理人口26,448人)

経営資本営業利益率(%)
営業利益

× 100 赤字

赤字
営業収益

経 営 資 本 回 転 率 ( 回 )
営業収益

0.05 0.05
経営資本

営業収益営業利益率(%)
営業利益

× 100 赤字

H30営業収益 511,892,664 R元営業収益 516,838,688

H30営業利益 △ 286,350,320 R元営業利益 △ 296,985,229

H30経営資本 11,050,467,628 R元経営資本 11,135,203,782
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（４）　財政状態について (資料第７表参照)

　財政状態は貸借対照表で示しているとおりであるが，主な科目の状況は次のとおりである。

　イ　固定資産

◎　有形固定資産・・・ １０，２７４，８４４，６６３円で前年度１０，４２２，８６５，１９２円に対し１４８，０２

０，５２９円の減である。

内容については次のとおりである。 （単位：円）

増加額 減少額

資産の
種　類

年度当初
現在高

当  年  度 減価償却累計額

0

年度末償
却未済高

増加額 減少額
年度当初
現在高

当　年　度
累  計

234,050,089

建  物 360,094,606 0 0 73,385,809 14,360,573 0 87,746,382 272,348,224

土  地 234,050,089 0 0 0 0 0

構築物 10,346,613,795 143,908,976 14,995,270 1,771,522,002 358,664,906 1,552,010 2,128,634,898 8,346,892,603

19,384,320 1,085,217,242 1,309,920,210

車　両
及　び
運搬具

0 0 0 0 0 0

機械及
び装置

2,118,657,388 312,057,413 35,577,349 953,802,119 150,799,443

0 0

工具器
具及び
備　品

2,840,977 0 0 1,866,942 123,949 0 1,990,891 850,086

建　設
仮勘定

161,185,209 110,783,451 161,185,209 0 0 0 0 110,783,451

内容については次のとおりである。 （単位：円）

年　　度 下水道使用料 負担金未収金 その他未収金 貸 倒 引 当 金 計

20,936,330 3,303,589,413 10,274,844,663

※年度末償却未済高　＝　年度当初の現在高　+　増加額　-　減少額　-　減価償却累計額の累計

　ロ　流動資産

◎　未収金・・・・・・・・・ ５５，６６６，６９０円で前年度５５，１４７，１７３円に対し５１９，５１７円の増であ

る。うち下水道使用料にかかる未収金は，４５，０４５，５２２円である。

合  計 13,223,442,064 566,749,840 211,757,828 2,800,576,872 523,948,871

過  年  度  分 26,285,942 0 213,890 △ 4,434,422 22,065,410

令和元年度分 18,759,580 14,733,830 107,870 0 33,601,280

合　　    　　計 45,045,522 14,733,830 321,760 △ 4,434,422 55,666,690

18



  ハ　固定負債

◎　企業債・・・・・・・・・ ３，６４６，７９８，１３０円で前年度３，７４１，６８３，８４２円に対し９４，８８５，７１

２円の減である。

  ニ　流動負債

◎　企業債・・・・・・・・・ ３０４，２５６，４２５円で前年度２８６，５２４，７７０円に対し１７，７３１，６５５円の

増である。

　次に，財政状態を示す財務比率（資料第８表参照）は次のとおりである。

財務の安全性を示す流動比率（１００％以上で，より高い方が安全）は２３６．７５％で，前年度に比べ

上昇している。２年連続で２００％を超え短期の支払能力は高くなったが，未収金の中には債権回収

が非常に困難な過年度未収金２６，２８５，９４２円が含まれていることに留意する必要がある。

財務の健全性を示す自己資本構成比率（高い方が安全，４０％以上は必要）は２６．８１％で，前年

度に比べ上昇しているが，依然として低い状況にある。

固定資産対長期資本比率（１００％以下であると安全）は１５４．２４％で，前年度に比べわずかに下

落しているが，まだ１００％以上となっており固定資産への投資が自己資本の枠内に収まっていない

状況に変わりはない。

　ヘ　資本金・・・・・・・・・・ 前年度と同額の２，５０４，２１９，３３８円である。

　ト 　剰余金

◎　資本剰余金・・・・・ 前年度と同額の１１６，７１０，４６５円である。内訳は受贈財産評価額９，９４

８，０００円，補助金１０６，７６２，４６５円となっている。

◎　利益剰余金・・・・・ 当年度未処分利益剰余金は，前年度からの繰越利益剰余金２９１，３２２，２

６１円に当年度純利益１０２，６０１，９９９円を加算した３９３，９２４，２６０円で

ある。

◎　未払金・・・・・・・・・ １０２，１７２，７９７円で前年度６６，５９６，４６１円に対し３５，５７６，３３６円の増

である。内訳は営業未払金４４，８７４，３７３円，営業外未払金３，２４８，１００

円，その他５４，０５０，３２４円となっている。

◎　引当金・・・・・・・・・ ３，７７０，０００円で前年度３，４４８，０００円に対し３２２，０００円の増である。

内訳は賞与引当金３，１２９，０００円，法定福利引当金６４１，０００円となって

いる。

　ホ　繰延収益

◎　長期前受金・・・・・ ５，８２０，４２４，７８５円で前年度５，５９６，１４５，３５０円に対し２２４，２７９，４

３５円の増である。内訳は国庫補助金長期前受金４，５３６，９６０，４４６円，

工事負担金長期前受金４９０，２３９，９１８円，受贈財産評価額長期前受金６

５６，２４７，９９９円，その他資本剰余金長期前受金１３６，９７６，４２２円となっ

ている。
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（５）　む　す　び

　令和元年度の公共下水道事業会計は，良好な経営状況となっている。

公共下水道事業の総収益は，９８１，５６５，０９６円で，前年度に比べ４，１９４，７７９円の増加であ

る。これは，営業外収益の長期前受金戻入が７，７１３，０１５円増加したことによるものである。総収

益に占める主な収入の割合は，営業収益の下水道使用料４６．６３％，営業外収益の長期前受金

戻入２８．２６％，市補助金１９．０６％等となっている。

総費用は８７８，９６３，０９７円で，前年度に比べ９，４９９，４１５円の増加である。これは，営業費用

の資産減耗費及び処理場費の増加によるものである。総費用に占める主な費用の割合は，営業

費用の減価償却費５９．６１％，処理場費２１．７１％，総係費５．５４％，営業外費用の支払利息７．

２８％等となっている。

その結果，総収益と総費用の差引純利益は，１０２，６０１，９９９円の黒字で，前年度に比べ５，３０

４，６３６円の減少となっている。

ただ，純利益が黒字となっているのは，営業外収益の長期前受金戻入２７７，３９０，２５８円及び

市補助金１８７，１２９，０００円があるためであり，企業会計で重要な営業損益は，２９６，９８５，２２９

円の大赤字となり，連年約３億円の大赤字という状況は続いている。なお，長期前受金戻入とは，

地方公営企業会計制度の改正により，償却資産の取得に伴い交付される補助金等について，毎

年減価償却見合い分を収益化することになったものであり，現金の出し入れを伴わない非現金収

益で，決算書の上だけの数字であることに十分留意する必要がある。

下水道事業の場合，膨大な雨水処理も含まれ，その処理費用が多額になるため，下水道事業自

体の営業損益を黒字化するのは非常に難しいと言われているが，営業損益の赤字が縮減されるよ

う，引き続き下水道使用料の増収と営業費用の削減に努められたい。

　下水道事業の課題としては，次のとおりである。

水洗化処理普及率は，人口で９４．４％，戸数で９４．３％と前年度に比べ増加している。水洗化

処理人口は計画２８，１００人に対し２６，４４８人であり，未接続者への積極的な働きかけを行い，水

洗化処理人口の増加に努められたい。

有収率（処理される水量がどの程度収益につながっているかを示す指標）は，大雨の影響で７

４．３％と前年度に比べ減少している。目安８３％に向けた取組を進められたい。

　未収金５５，６６６，６９０円のうち下水道使用料未収金（滞納額）は４５，０４５，５２２円となっている。

きちんと納めている市民との負担の公平，更には収入の確保を図るために，担当職員は事務取扱

要綱に基づき，まず滞納者との早期接触を徹底されたい。滞納額回収に当たっては，滞納者の状

況に応じ，分割納付の誓約・分割納付の履行確認・上水道事業と連携した上水道の給水停止・預

金等財産の差押えなどを，地道に繰り返し，繰り返し実施されたい。

本市下水道は昭和５５年に供用開始され，４１年目を迎えている。これまでも汚水処理施設の更

新・改修等を行ってきたが，今後も多額の建設改良費が見込まれる。計画的な下水道事業経営に

取り組まれ，安全で快適な市民生活の維持に努められたい。
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資料第５表

金　　額 構成比 金　　額 構成比 予算対比 金　　額

予　　　算　　　決　　　算　　　比　　　較　　　表 (単位：円，％）

大
区
分

収
支
別

　　　　　　 　　区   分
科 目 別

令　和　元　年　度　　（Ａ) 平　成　３　０　年　度　　（B) 前年度に対する決算対比

予　算　現　額 決　　　算　　　額

構成比 金　　額 構成比 予算対比 増　　減 割　　合

予　算　現　額 決　　　算　　　額 (A-B) (A/B)

営業収益 552,631,000 55.17 561,511,038 54.73 101.61 548,544,000

100.00 102.43 1,022,798,000事業収益 1,001,662,000 100.00 1,026,030,296

53.63 552,566,262 54.29 100.73 8,944,776 101.62

99.52 8,116,640 100.80100.00 1,017,913,656 100.00

特別利益 2,000 0.00 0 0.00 0.00 2,309,000

45.27 103.45 471,945,000営業外収益 449,029,000 44.83 464,519,258

0.23 7,238,372 0.71 313.49 △ 7,238,372 -  

97.07 6,410,236 101.4046.14 458,109,022 45.00

11,545,820 101.28

営業費用 864,204,000 90.95 833,922,397 91.39 96.50 907,606,000 90.74

96.03 1,000,209,000 100.00 900,961,958 100.00 90.08事業費用 950,236,000

89.89 18,087,270 102.22

営業外費用 83,532,000 8.79 78,285,461 8.58 △ 6,540,510 92.2984,825,971 9.42 94.14

0.05

93.72 90,103,000 9.01

100.00 912,507,778 100.00

815,835,127 90.55

300,860 0.03 60.17 △ 940 99.69

予備費 2,000,000 0.21 0 0.00 0 -  2,000,000 0.20 0 0.00 0.00

特別損失 500,000 0.05 299,920 0.03 59.98 500,000

資

本

的

収

入

及

び

支

出

収

入

資本的収入 473,688,397 100.00 460,450,451 100.00 97.21

0.00

支

出

収

益

的

収

入

及

び

支

出

収

入

出資金 0 0.00 0 0.00 -  

加入金 0 0.00 0 0.00 -  

251.13

企業債 224,900,000 47.48 209,500,000 45.50 93.15 166,000,000 50.32 106,200,000

329,865,295 100.00 183,351,306 100.00 55.58 277,099,145

57.92 63.98 103,300,000 197.27

-  

補助金 192,641,397 40.67 185,977,531 40.39 96.54 106,981,295 32.43 66,849,898

0 0.00 0 0.00 -  0

36.46 62.49 119,127,633 278.20

-  

負担金 56,147,000 11.85 64,972,920 14.11 115.72 56,884,000 17.25 10,301,408

0 0.00 0 0.00 -  0

5.62 18.11 54,671,512 630.72

固定資産売却代金 0 0.00 0 0.00 -  -  

支

出

資本的支出 749,299,194 100.00 703,711,282 100.00 93.92 614,322,000 100.00

0 0.00 0 0.00 -  0

463,511,985 100.00

90.71 336,968,000 54.85

75.45 240,199,297 151.82

建設改良費 459,774,194 61.36 417,057,225 59.27 228,558,448 221.25188,498,777 40.67 55.94

275,013,208 59.33 99.88 11,640,849 104.23

雑支出 0 0.00 0 0.00

企業債償還金 287,525,000 38.37 286,654,057 40.73 99.70 275,354,000 44.82

0 0.00 0.00 0 -  

0 -  

予備費 2,000,000 0.27 0 0.00 0.00 2,000,000 0.33

-  0 0.00 0 0.00 -  
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資料第６表

損　　　益　　　計　　　算　　　書　　　比　　　較　　　表
(単位：円，％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　区　　　　分
科　　目　　別

令　和  元  年　度　　（A) 平　成  ３　０  年　度　　（B) 前　年　度　と　の　比　較
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減 A / B

１．営　　　業　　　収　　　益 516,838,688 52.66 511,892,664 52.37 4,946,024 100.97
101.33

負 担 金 58,742,589 5.99 59,816,575 6.12 △ 1,073,986 98.20
下 水 道 使 用 料 457,682,881 46.63 451,679,132 46.21 6,003,749

-  
そ の 他 営 業 収 益 413,218 0.04 396,957 0.04 16,261 104.10
受 託 事 業 収 益 0 0.00 0 0.00 0

101.95
管 渠 費 19,734,059 2.25 23,889,498 2.75 △ 4,155,439 82.61

２．営　　業　　費　　用 813,823,917 92.59 798,242,984 91.81 15,580,933

89.74
処 理 場 費 190,876,615 21.71 185,904,659 21.38 4,971,956 102.67
ポ ン プ 場 費 928,311 0.11 1,034,484 0.12 △ 106,173

-  
総 係 費 48,699,772 5.54 48,218,471 5.54 481,301 101.00
受 託 事 業 費 0 0.00 0 0.00 0

97.21
資 産 減 耗 費 29,636,289 3.37 217,422 0.03 29,418,867 13,630.77
減 価 償 却 費 523,948,871 59.61 538,978,450 61.99 △ 15,029,579

-  
営 業 損 失 （ １ － ２ ） △ 296,985,229 -  △ 286,350,320 -  △ 10,634,909 103.71

そ の 他 営 業 費 用 0 0.00 0 0.00 0

101.41
受 取 利 息 及 び 配 当 金 0 0.00 779 0.00 △ 779 -  

３．営　　業　　外　　収　　益 464,726,408 47.34 458,244,655 46.88 6,481,753

99.31
補 助 金 0 0.00 0 0.00 0 -  
他 会 計 補 助 金 187,129,000 19.06 188,431,000 19.28 △ 1,302,000

102.86
還 付 金 0 0.00 0 0.00 0 -  
長 期 前 受 金 戻 入 277,390,258 28.26 269,677,243 27.59 7,713,015

152.73
４．営　　業　　外　　費　　用 64,865,435 7.38 70,941,998 8.16 △ 6,076,563 91.43

雑 収 益 207,150 0.02 135,633 0.01 71,517

91.29
雑 支 出 920,574 0.10 898,387 0.10 22,187 102.47
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 63,944,861 7.28 70,043,611 8.06 △ 6,098,750

101.91
５．特　　別　　利　　益 0 0.00 7,232,998 0.75 △ 7,232,998 -  

経 常 利 益 （ １ ＋ ３ ） － （ ２ ＋ ４ ） 102,875,744 -  100,952,337 -  1,923,407

-  
そ の 他 特 別 利 益 0 0.00 2,307,000 0.24 △ 2,307,000 -  
過 年 度 損 益 修 正 益 0 0.00 67,178 0.01 △ 67,178

-  
６．特　　別　　損　　失 273,745 0.03 278,700 0.03 △ 4,955 98.22

貸 倒 引 当 金 戻 入 0 0.00 4,858,820 0.50 △ 4,858,820

-  
過 年 度 損 益 修 正 損 273,745 0.03 278,700 0.03 △ 4,955 98.22
固 定 資 産 売 却 損 0 0.00 0 0.00 0

-  
手 当 等 0 0.00 0 0.00 0 -  
臨 時 損 失 0 0.00 0 0.00 0

総 費 用 （ ２ ＋ ４ ＋ ６ ） 878,963,097 100.00 869,463,682 100.00 9,499,415 101.09
総 収 益 （ １ ＋ ３ ＋ ５ ） 981,565,096 100.00 977,370,317 100.00

135.22当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 393,924,260 -  291,322,261 -  102,601,999

-  △ 5,304,636 95.08
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 291,322,261 -  183,415,626 -  107,906,635 158.83

計
当 年 度 純 利 益 102,601,999 -  107,906,635

4,194,779 100.43
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資料第７表

貸 借 対 照 表 比 較 表
(単位：円，％)

                 区　　分
科　　目

令 和 元 年 度 （A) 平 成 ３０ 年 度 （B) 前 年 度 と の 比 較                    区　　分
科　　目

令 和 元 年 度 （A) 平 成 ３０ 年 度 （B) 前 年 度 と の 比 較

金　　額 構成比 金　　額 構成比 増　減　額 A / B 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増　減　額 A / B

１．固　定　資　産 10,274,844,663 91.36 10,422,865,192 92.96 △ 148,020,529 98.58 106.22

(１) 有形固定資産 10,274,844,663 91.37 10,422,865,192 92.97 △ 148,020,529 98.58 　ロ． その他の企業債 1,299,675

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 302,956,750 2.69 285,225,225 2.54 17,731,525

0.01 100.01

　イ． 土　　　　　　地 234,050,089 2.08 234,050,089 2.09 0.59 35,576,336 153.42(2) 未　払　金 102,172,797 0.91 66,596,461

286,708,797 2.56 △ 14,360,573 94.99

0 100.00

1,299,545 0.01 130

109.34

　ハ． 構　　築　　物 8,346,892,603 74.22 8,575,091,793 76.48 △ 228,199,190 97.34 　イ． 賞与引当金 3,129,000

(3) 引　当　金 3,770,000 0.04 3,448,000 0.04 322,000

0.03 2,865,000 0.03 264,000 109.21

　ロ． 建　　　　　　物 272,348,224 2.42

　ニ． 機械及び装置 1,309,920,210 11.65 1,164,855,269 10.39 0.01 58,000 109.95

　ホ． 車両及び運搬具 0 0.00 0 0.00 0 -

145,064,941 112.45 　ロ． 法定福利引当金 641,000 0.01 583,000

-(4) その他の流動負債 0

　ヘ．工具器具及び備品 850,086 0.01 974,035 0.01 △ 123,949 87.27 ５．繰　延　収　益 4,174,135,818

0.00 0 0.00 0

37.12 4,201,147,700 37.47 △ 27,011,882 99.36

　 ト． 建設仮勘定 110,783,451 0.99 161,185,209 1.44 49.91 224,279,435 104.01

(2) 無形固定資産 0 0.00 0 0.00 0 -

△ 50,401,758 68.73 (1) 長期前受金 5,820,424,785 51.76 5,596,145,350

118.01
　　長期前受金
　　収益化累計額

△ 1,646,288,967

２．流  動　資  産 971,142,570 8.64 788,787,645 7.04 182,354,925 123.12 負　債　合　計 8,231,133,170

△ 14.64 △ 1,394,997,650 △ 12.44 △ 251,291,317

73.20 8,299,400,773 74.02 △ 68,267,603 99.18

(1) 現　金　預　金 915,475,880 8.14 733,640,472 6.54 22.34 0 100.00

(2) 未　　収　　 金 55,666,690 0.49 55,147,173 0.49 519,517 100.94

181,835,408 124.79 ６．資　本　金 2,504,219,338 22.27 2,504,219,338

125.15７．剰　余　金 510,634,725

資　産　合　計 11,245,987,233 100.00 11,211,652,837 100.00 34,334,396 100.31 (1) 資本剰余金 116,710,465

4.53 408,032,726 3.64 102,601,999

1.03 116,710,465 1.04 0 100.00

３．固　定　負　債 3,646,798,130 32.43 3,741,683,842 33.37 0.09 0 100.00

(1) 企　　業　　債 3,646,798,130 32.43 3,741,683,842 33.37 △ 94,885,712 97.46

△ 94,885,712 97.46 　　イ．受贈財産評価額 9,948,000 0.09 9,948,000

100.00　　ロ．補助金 106,762,465

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 3,638,997,350 32.36 3,732,583,387 33.29 △ 93,586,037 97.49 (2) 利益剰余金 393,924,260

0.94 106,762,465 0.95 0

3.50 291,322,261 2.60 102,601,999 135.22

　ロ． その他の企業債 7,800,780 0.07 9,100,455 0.08 2.60 102,601,999 135.22

４．流　動　負　債 410,199,222 3.65 356,569,231 3.18 53,629,991 115.04

△ 1,299,675 85.72
　  イ．当年度未処分
　　　　 利益剰余金

393,924,260 3.50 291,322,261

100.00 11,211,652,837 100.00 34,334,396 100.31

103.52

(1) 企　　業　　債 304,256,425 2.70 286,524,770 2.55 17,731,655 106.19 負 債 資 本 合 計 11,245,987,233

資　本　合　計 3,014,854,063 26.80 2,912,252,064 25.98 102,601,999
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資料第８表 　

施 設 利 用 率 （ ％ ）
一 日 平 均 処 理 水 量

×１００
13,124

×１００ 85.36

経 費 分 析

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　分
種　　　別

算　　定　　方　　式 算　　定　　基　　礎
年　　度　　別　　比　　較

令和元年度 平成３０年度 平成２９年度

78.13 83.26
一 日 処 理 能 力 15,375

84.65 84.22
一 日 最 大 処 理 水 量 14,970

最 大 稼 働 率 （ ％ ）
一 日 最 大 処 理 水 量

×１００
14,970

×１００ 97.37

負 荷 率 （ ％ ）
一 日 平 均 処 理 水 量

×１００
13,124

×１００ 87.67

有 収 水 量 3,570,427

汚 水 原 価 （ 円 ）

営 業 費 用 － ポ ン プ 場 費
＋ 支 払 利 息
－ 雨 水 元 利 償 還 分

876,482,555
245.48

92.29 98.86
一 日 処 理 能 力 15,375

使 用 料 単 価 （ 円 ）
下 水 道 使 用 料 515,091,470

144.27 145.78 145.14

247.53 256.31

有 収 水 量 3,570,427

自 己 資 本 構 成 比 率 （ ％ ）
自 己 資 本 ＋ 剰 余 金

×１００
3,014,854,063

×１００ 26.81 25.98 24.47
負 債 ・ 資 本 合 計 11,245,987,233

固 定 資 産 対 長 期 資 本 比 率 （ ％ ）
固 定 資 産

×１００
10,274,844,663

×１００ 154.24 156.64 160.27
自己資本＋剰余金＋固定負債 6,661,652,193

流 動 比 率 （ ％ ）
流 動 資 産

×１００
971,142,570

×１００ 236.75 221.22 198.17
流 動 負 債 410,199,222

112.41 108.93
総 費 用 878,963,097

営 業 収 益 対 営 業 費 用 比 率 ( ％ ）
営 業 収 益

×１００
516,838,688

×１００ 63.51

総 収 益 対 総 費 用 比 率 （ ％ ）
総 収 益

×１００
981,565,096

×１００ 111.67

64.13 62.07
営 業 費 用 813,823,917
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